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６．計画策定（ビッグデータによる区間速度の分析） 
７．計画策定（ビッグデータによる事故危険箇所の整理） 
８．計画策定（ビッグデータによる通過交通の経路分析） 
９．対策の実施（歩行者中心の道路であることの表示） 
10.評価（対策前後の変化の見える化） 
11.ＰＤＣＡによるスパイラルアップ 
12.理解の促進（生活道路対策の必要性の周知） 



１．対策検討の流れ 

事故データの見える化 

対策エリア（計画区域）の検討・設定 

地域協働による推進体制の構築 
（自治体、ＰＴＡ、警察、道路管理者等） 

国・有識者から助言 

ビッグデータ分析による情報提供 
（都道府県道路交通環境安全推進連絡会議等） 

区間速度の分析 

事故危険箇所抽出 

歩行者中心の道路であることの表示 等 

対策前後の変化の見える化 
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現況調査 

対策の実施 

評価 

計画策定 

通過交通の経路抽出 

ビッグデータによる分析 

【理解の促進に関する事項】 【関係者との連携】 

地域の実情の把握 
（過去の事故データ等） 

 
 
地域協働
による危険
箇所把握  

 
 

他 

 
 
現地調査
による危険
箇所把握  

 
 

危険箇所の見える化 

計画 



２．現況把握（事故データによる見える化）

○過去の事故データ等から 交通事故がどこで発生しているか等を把握し 対策候補

過去の事故データの整理

○過去の事故データ等から、交通事故がどこで発生しているか等を把握し、対策候補
エリアを検討する。

過去の事故デ タの整理

■交通事故発生状況図の例（埼玉県鴻巣市）■死傷事故に関するメッシュデータ ■交通事故発生箇所図

死傷事故件数

県平均10倍以上

県平均3倍以上

県平均以上県平均以上

県平均未満

出典 生活道路のゾ ン対策マニュアル 交通工学研究会
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出典：生活道路のゾーン対策マニュアル、交通工学研究会

対策候補エリアの検討



３．計画策定（対策エリア（計画区域）の検討・設定） 

・ゾーン30の指定状況 
・通学路の状況（学区、通学路の設定状況等） 
・道路、交通、沿道土地利用の状況 

各市町村において、地域の実情を踏まえて
対策エリアを設定 

対策エリアの設定 

対策候補エリアの検討 

○対策候補エリアをもとに、地域の実情を踏まえ、対策エリア（計画区域）を設定する。 
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■ゾーン３０の指定状況 

■通学路の状況 



４．計画策定（関係者との連携） 
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■技術的助言を行う仕組みの構築 
対策エリアについて、市町村からの要請に応じ、 
有識者等から助言を行う仕組みを構築 

国、有識者等 

都道府県道路交通環境
安全推進連絡会議等 市町村 

要請 

全都道府県で延べ約90人配置完了 
（平成27年11月現在） 

  現地診断の試行状況 
   （H27.8 岡山市内） 

◇エリアの分析 
◇交通安全診断 

助言 

◎関係者との連携 
凸部等の設置を計画するにあたっては、都道府県公安委員会により実施される交通

規制と整合を図るとともに、地域住民等の理解と協力を得るよう努めるものとする。 

通学路推進体制等の活用などにより、
推進体制を構築 

■地域協働による推進体制の構築イメージ 

道路管理者 警察 

自治会、PTA等 

■情報提供 
都道府県道路交通環境安全推進連絡
会議等からのビッグデータ分析による
情報等を提供等 

○地域協働の取り組みや、情報の見える化により、地域で課題を共有する。 



５．計画策定（地域協働や現地調査による危険箇所の整理） 
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○地域協働による現地での点検、速度の観測等の現地調査、アンケート等によって、
危険箇所を把握する。 

■住民アンケートによるヒヤリハットマップ 

船橋市資料をもとに作成 

■アンケートの整理例 ■地域協働による点検 

■現地調査 
（ストップウォッチ等による調査） 

・事故が集中的に発生 
・スピードの出し過ぎ 
・抜け道利用 
  等の課題を把握・共有 

・住民アンケートにおける 
危険箇所を地図上に集計
（ヒヤリハットマップ） 

・事故集中箇所を簡易的に
表示 

凡例 
原因 
   見通しが悪い 
   スピードの出し過ぎ 
   歩行者・自転車の 
   スペースがない 
   夜間暗い 
 
 
 
 

 
 
   路上駐車・駐輪が多い 
   一時停止の無視等 
   その他 
   あんしん歩行エリア 

      ：事故集中箇所 
      ：住民アンケート調査結果のうち 
                特に指摘が集中している箇所 



６．計画策定（ビッグデータによる区間速度の分析） 

 

 

小学校

大学

中学校

小学校

20 km/h
未満, 
36.2%

30 km/h
未満, 
19.5%

40 km/h
未満, 
24.0%

50 km/h
未満, 
11.7%

50 km/h
以上, 
8.6%

面的に速度が
高い区間が

点在

30km/h超過
約４割

■30km/h速度超過割合図 
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○ビッグデータ等を用いて、エリア内の速度の高い区間を見える化し、危険箇所を抽
出する。 



７．計画策定（ビッグデータによる事故危険箇所の整理） 

■事故・急減速位置図 
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○ビッグデータ等を用いて、エリア内の事故や急減速の発生箇所を見える化し、危険
箇所を抽出する。 

小学校 

中学校 

小学校 

大学 

☓ ☓ 

☓ 

☓ 

☓ 

☓ 

☓ 
☓ 

☓ 

☓ 

☓ 

☓：計画区域内における幹線道路以外の道路の急減速発生地点 
   
☓：計画区域内における幹線道路以外の道路の交通事故発生地点 
   

計画区域 

急挙動が連続して発生している区間 

幹線道路 



８．計画策定（ビッグデータによる通過交通の経路分析） 

8 

■通過交通の多い箇所を特定するイメージ 

○ビッグデータを用いて、エリア内で生活道路への通過交通の多い箇所やその経路
等を見える化し、危険箇所を抽出する。 

約362 台 

分析エリア（約46ha） 
 
幹線道路 

小学校 

中学校 

大学 

通過交通台数 

5台未満 
 
10台未満 
 
100台以上 



９．対策の実施（歩行者中心の道路であることの表示） 
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◎注意喚起看板の設置の検討 
 凸部等の設置にあたっては、必要に応じて、その存在を予告するための注意喚起看
板等の設置について検討するとともに、当該計画区域は歩行者等が中心の生活空間
であること等を、自動車の運転者にわかりやすく伝えるための注意喚起看板等の設置
について検討するものとする。 

「国総研調査結果 大橋幸子、鬼塚大輔、稲野茂、生活道路におけるハンプ等の速度抑制対策の効果的な表示内容に関する調査、土木
学会第70回学術講演会, 2015」をもとに作成 

歩行者等が中心の生活空間
であることの表示が意識向
上に有効 

安全に運転しようと思う表示内容 
（N=400、複数回答） 

注意看板の例 



１０．評価（対策前後の変化の見える化）

○対策前後の変化の確認を早期に実施し、対策効果の評価や追加対策の必要性を検○対策前後の変化の確認を早期に実施し、対策効果の評価や追加対策の必要性を検

討する。

①計画区域における走行速度及び急挙動発生状況の変化を把握する（イメージ）
【平均速度（対策前）】 【平均速度（対策後）】

対策実施後

対策実施前

速度状況の変化

１０km/h減

交

データ無し

20 km/h以下

30 km/h以下

40 km/h以下

50 km/h以下

0 / 超

平均速度
【走行速度の高い区間の平均速度の変化】

データ無し

20 km/h以下

30 km/h以下

40 km/h以下

50 km/h以下

平均速度

【平均速度（対策前）】 【平均速度（対策後）】

＜エリア全体の指標＞

平均速度
26.8 km/h

平均速度
32.1 km/h

＜エリア全体の指標＞

0 10 20 30 40

対策実施後

（km/h）

通
安
全
対
策
実

急挙動発生状況の変化

３７％減

【エリア内の急挙動発生状況の変化】

30km/h超過
14 %

中学校

小学校

50 km/h超

30km/h超過
29 %

中学校

小学校

50 km/h超

50 km/h以

下

50 km/h
超, 2% 50 km/h以

下, 5%

50 km/h
超, 0%

実
施

0 10 20 30 40

対策実施後

対策実施前

３７％減

：計画区域

：走行速度の高い区間

：計画区域
：走行速度の高い区間
：ハンプ設置箇所

20 km/h以

下, 45%

30 km/h
以下, 26%

40 km/h以

下, 15%

下, 12%

20 km/h以

下, 62%

30 km/h
以下, 24%

40 km/h以

下, 9%

②ハンプ設置箇所における走行速度の変化を把握する（イメージ）

分析対象区間 設置前 設置後

0 10 20 30 40
（回/月）

：走行速度の高い区間 ：ハンプ設置箇所

分析対象区間 設置前 設置後

分析対象区間の
平均速度

17.7km/h 14.9km/h

分析対象区間の
団 地
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保育園
分析対象区間の
30km/h超の割合

45.0% 31.5%

ハンプ設置

保育園



１１．ＰＤＣＡによるスパイラルアップ 
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○計画において、誰が、いつ、何をするかのＰＤＣＡのステップを明確にして、スパイラル

アップを図る。 



１２．理解の促進（生活道路対策の必要性の周知） 

12 『暮らしのみちリーフレット』より 

○生活道路を取り巻く環境を、リーフレットやポスター等で周知し、生活道路対策の必要

性の理解促進を図る。 
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（参考）その他 

○必要に応じて、状況に応じた合意形成手法を採用する。 

■合意形成手法の例 

沿道住民を対象としたハンプ体験会 レンタルハンプを用いた試行 
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